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議案第 198 号（概要） 

福岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例案

の概要 

 

第１ 制定の理由 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（以

下「番号法」という。）の施行に伴い，本市における個人番号の利用に関し必要な事

項を定める必要がある。 

 

第２ 条例案の内容 

１ 個人番号の利用範囲（第４条関係） 

(1) 市は，番号法別表第２に掲げる事務を処理するために必要な限度で，同表に掲

げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができることと

する。 

(2) 別表に掲げる事務を処理するために必要な限度で，同表に掲げる特定個人情報

であって自らが保有するものを利用することができることとする。 

(3) 上記(1)(2)の規定により特定個人情報の利用ができる場合においては，他の条

例等の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義

務付けられているものについても，当該書面の提出があったものとみなすことが

できることとする。 

 

第３ 施行期日 

平成２８年１月１日から施行する。 

 

 

（参考）パブリック・コメントの実施結果 

１ 実施期間  平成２７年７月９日（木）～平成２７年８月７日（金） 

２ 意見提出者 １名（意見数 １件） 

３ 意見の概要 

マイナンバー制度全般に関する意見  １件 

４ パブリック・コメントを踏まえた主な修正箇所 

なし 
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社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）について 

 
 

参 考 
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福岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の 

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例案 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成 25年法律第 27号。以下「法」という。）第９条第２項の規定に基づく個人番号

の利用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は，法の例による。 

（市の責務） 

第３条 市は，個人番号の利用に関し，その適正な取扱いを確保するために必要な措置を講

じるとともに，国との連携を図りながら，自主的かつ主体的に，地域の特性に応じた施策

を実施するものとする。 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 市長又は教育委員会は，法別表第２の第２欄に掲げる事務の区分に応じ，当該事務

を処理するために必要な限度で，同表の第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有

するものを利用することができる。ただし，法の規定により，情報提供ネットワークシス

テムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることが

できる場合は，この限りでない。 

２ 市長は，別表の左欄に掲げる事務の区分に応じ，当該事務を処理するために必要な限度

で，同表の右欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができ

る。ただし，法の規定により，情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は，この限りでない。 

３ 前２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において，他の条例，規則その他

の規程の規定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けら

れているときは，当該書面の提出があったものとみなす。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

 

附 則 

この条例は，平成 28年１月１日から施行する。 

 

別表 

事 務 特 定 個 人 情 報 

１ 地方税法（昭和 25年法律第 226号）そ

の他の地方税に関する法律及びこれらの

法律に基づく条例による地方税の賦課徴

国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号）

若しくは高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和 57 年法律第 80 号）による医療に関
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収に関する事務であって規則で定めるも

の 

する給付の支給若しくは保険料の徴収に関

する情報（以下「医療保険給付関係情報」

という。）又は介護保険給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

２ 国民健康保険法による保険給付の支給

又は保険料の徴収に関する事務であって

規則で定めるもの 

介護保険給付等関係情報又は国民年金法

（昭和 34年法律第 141号）による年金であ

る給付の支給若しくは保険料の徴収に関す

る情報（以下「年金給付関係情報」という。）

であって規則で定めるもの 

３ 国民年金法による年金である給付若し

くは一時金の支給又は保険料の免除に関

する事務であって規則で定めるもの 

地方税関係情報，住民票関係情報又は生活

保護関係情報であって規則で定めるもの 

４ 高齢者の医療の確保に関する法律によ

る後期高齢者医療給付の支給又は保険料

の徴収に関する事務であって規則で定め

るもの 

介護保険給付等関係情報又は生活保護関係

情報であって規則で定めるもの 

５ 介護保険法による保険給付の支給，地

域支援事業の実施又は保険料の徴収に関

する事務であって規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報又は年金給付関係情

報であって規則で定めるもの 

６ 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成 17年法律

第 123 号）による地域生活支援事業の実

施に関する事務であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報，住民票関係情報，生活保

護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等

の支給に関する情報であって規則で定める

もの 
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議案第 199 号（概要） 

 

福岡市個人情報保護条例の一部を改正する条例案の概要 

 

第１ 改正の理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成 25

年法律第 27号。以下「番号法」という。)が施行され，個人番号をその内容に含む個

人情報（以下「特定個人情報」という。）について厳格な保護措置が定められたこと

等に鑑み，福岡市においてもその適正な取扱いについて必要な措置を定める必要があ

るもの。 

 

第２ 改正の内容 

１ 番号法の趣旨を踏まえた特定個人情報を保護するための措置等 

(1) 特定個人情報の目的外利用及び外部への提供の制限(第 10条の２) 

厳格な保護措置のため，番号法が認める場合のほか，目的外利用ができる場合

を「生命・身体・財産を保護する場合」に限定し，また外部への提供は禁止する。 

なお，現行条例では，法令の定めがあるときや公益上の必要がある場合等には

目的外利用・提供ができることとしている。 

 

(2) 開示・訂正・利用停止請求の任意代理人への拡大(第 18条第３項，第 19条第２

項，第 33条第２項，第 42条第２) 

特定個人情報の不正な提供等を本人が確認できる利便を拡充するため，開示・

訂正・利用停止請求を任意に選任した代理人にも認める。 

なお，現行条例では，法定代理人等のみに認めている。 

 

(3) 他の開示制度との重複の容認(第 69条) 

現行条例では，他制度に同様の開示制度がある場合は開示請求はできないが，

特定個人情報についてはマイナポータルにより簡易・迅速な開示制度が設けられ

るため，他の制度と重複して開示請求を認める。 

 

(4) 利用停止事由の拡大(第 42条第１項) 

番号法及び条例の特定個人情報の規制を担保するため，それらの規定に違反し

た取扱いをした場合(目的外利用制限，提供制限等違反)にも，停止請求を認めるこ

と。 

なお，現行条例では，①個人情報の不適法な取得，②目的を超えた個人情報の保

有の場合に利用停止請求ができる。 
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(5) 情報提供等記録（ログ記録）に関する特例（第 10 条の２第２項，第 28 条第１

項，第 41条） 

「情報提供等記録」は情報提供ネットワークシステムによる不正な情報のやり取

りを抑止するため，照会者・提供者，日時，情報の項目等を自動的に記録(ログ記

録)するものであり，その特性に応じ，目的外利用・提供の禁止，利用停止請求の

適用除外，訂正時の通知先の特例等を定める。 

 

２ その他所要の改正 

(1) 用語の定義（第２条） 

    「個人番号」，「特定個人情報」，「保有特定個人情報」，「情報提供等記録」の用語

について定義規定を設ける。 

 

(2) 条例で定める電子計算機結合時の手続の特例（第 12条） 

     特定個人情報は保護評価手続が定められていること等を考慮し，番号法による

「情報提供ネットワークシステム」への接続時の個人情報保護審議会に意見を聴く

手続を省略する。 

 

  (3) その他の規定の整理 

      

第３ 施行期日 

 

(1) 目的外利用，提供の制限等に関する改正規定 平成２７年１０月５日 

(2) 例外的目的外利用，開示請求等に係る改正規定 平成２８年１月１日 

(3) 情報提供等記録等に関する改正規定 規則で定める日（平成２９年予定） 

 

（参考） パブリック・コメントの実施結果 

１ 実施期間    平成 27年 7月 3日（金）から 8月 2日（日）まで  

２ 意見提出者   １名（意見数 １件） 

３ 意見の概要 

    マイナンバー制度全般に関する意見 １件 

４ パブリック・コメント等を踏まえた主な修正個所  

    なし 
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福岡市個人情報保護条例の一部を改正する条例案 新旧対照表 

【下線部分が改正部分】 

現 行 改正案 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義

は，当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義

は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 個人情報 個人に関する情報であって，当該情報

に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と

照合することができ，それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）をいう。 

(2) 個人情報 個人に関する情報であって，当該情報

に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特

定の個人を識別することができるもの（他の情報と

照合することができ，それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）をいう。 

(3) 保有個人情報 実施機関の職員（地方独立行政法

人福岡市立病院機構，福岡市住宅供給公社及び福岡

市土地開発公社にあっては，役員を含む。以下同じ。）

が職務上作成し，又は取得した個人情報であって，

当該実施機関の職員が組織的に利用するものとし

て，当該実施機関が保有しているものをいう。ただ

し，公文書（福岡市情報公開条例（平成14年福岡市

条例第３号）第２条第２号に規定する公文書をいう。

以下同じ。）に記録されているものに限る。 

(3) 保有個人情報 実施機関の職員（地方独立行政法

人福岡市立病院機構，福岡市住宅供給公社及び福岡

市土地開発公社にあっては，役員を含む。以下同じ。）

が職務上作成し，又は取得した個人情報であって，

当該実施機関の職員が組織的に利用するものとし

て，当該実施機関が保有しているものをいう。ただ

し，公文書（福岡市情報公開条例（平成14年福岡市

条例第３号）第２条第２号に規定する公文書をいう。

以下同じ。）に記録されているものに限る。 

(4)～(8) 略 (4)～(8) 略 

（新設） (9) 個人番号 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号。以下「番号法」という。）第２条第５項に

規定する個人番号をいう。 

（新設） (10) 特定個人情報 個人番号（個人番号に対応し，当

該個人番号に代わって用いられる番号，記号その他

の符号であって，住民票コード（住民基本台帳法（昭

和42年法律第81号）第７条第13号に規定する住民票

コードをいう。）以外のものを含む。）をその内容

に含む個人情報をいう。 

（新設） (11) 保有特定個人情報 保有個人情報のうち特定個

人情報であるものをいう。 

（新設） (12) 情報提供等記録 番号法第23条第１項及び第２

項に規定する記録に記録された特定個人情報をい

う。 
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現 行 改正案 

（個人情報取扱事務の届出等） （個人情報取扱事務の届出等） 

第７条 実施機関は，個人情報を取り扱う事務又は事業（以

下「個人情報取扱事務」という。）を開始しようとする

ときは，あらかじめ，市長に対し，次に掲げる事項を届

け出なければならない。届け出た事項を変更しようとす

るときも，また同様とする。 

第７条 実施機関は，個人情報を取り扱う事務又は事業（以

下「個人情報取扱事務」という。）を開始しようとする

ときは，あらかじめ，市長に対し，次に掲げる事項を届

け出なければならない。届け出た事項を変更しようとす

るときも，また同様とする。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

(6) 第10条第２項の規定に基づき，保有個人情報を経常

的に利用し，又は提供する場合には，その利用の範囲

又は提供先 

(6) 第10条第２項又は第10条の２第３項ただし書の規定

に基づき，保有個人情報を経常的に利用し，又は提供

する場合には，その利用の範囲又は提供先 

(7) 略 (7) 略 

  

（利用及び提供に関する制限） （利用及び提供に関する制限） 

第10条 実施機関は，利用目的以外の目的のために保有個

人情報を自ら利用し，又は当該実施機関以外の者へ提供

してはならない。 

第10条 実施機関は，利用目的以外の目的のために保有個

人情報（保有特定個人情報を除く。以下この条において

同じ。）を自ら利用し，又は当該実施機関以外の者へ提

供してはならない。 

２ 略 ２ 略 

  

（新設） （保有特定個人情報の利用及び提供に関する制限） 

 第10条の２ 実施機関は，利用目的以外の目的のために保

有特定個人情報を自ら利用してはならない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず，実施機関は，人の生命，身

体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本

人の同意があり，又は本人の同意を得ることが困難であ

るときは，利用目的以外の目的のために保有特定個人情

報（情報提供等記録を除く。以下この項において同じ。）

を自ら利用することができる。ただし，本人又は第三者

の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められる

ときは，この限りでない。 

 ３ 実施機関は，保有特定個人情報を当該実施機関以外の

者へ提供してはならない。ただし，番号法第19条各号の

いずれかに該当する場合は，この限りでない。 
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現 行 改正案 

（個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） （個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第11条 実施機関は，前条第２項の規定に基づき，保有個

人情報を提供する場合において，必要があると認めると

きは，保有個人情報の提供を受ける者に対し，提供に係

る個人情報について，その利用の目的若しくは方法の制

限その他必要な制限を付し，又はその漏えいの防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じる

ことを求めるものとする。 

第11条 実施機関は，第10条第２項又は第10条の２第３項

ただし書の規定に基づき，保有個人情報を提供する場合

において，必要があると認めるときは，保有個人情報の

提供を受ける者に対し，提供に係る個人情報について，

その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を

付し，又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講じることを求めるものとす

る。 

  

（電子計算組織の結合に関する制限） （電子計算組織の結合に関する制限） 

第12条 実施機関は，福岡市個人情報保護審議会の意見を

聴いて，公益上の必要があり，かつ，個人の権利利益を

侵害するおそれがないと認めるときでなければ，保有個

人情報の取扱いに当たり，市の機関以外の者との間にお

いて通信回線による電子計算組織の結合を行ってはなら

ない。 

第12条 実施機関は，福岡市個人情報保護審議会の意見を

聴いて，公益上の必要があり，かつ，個人の権利利益を

侵害するおそれがないと認めるときでなければ，保有個

人情報の取扱いに当たり，市の機関以外の者との間にお

いて通信回線による電子計算組織の結合を行ってはなら

ない。ただし，番号法第２条第14項に規定する情報提供

ネットワークシステムについては，この限りでない。 

  

（開示請求権） （開示請求権） 

第18条 何人も，この条例の定めるところにより，実施機

関に対し，当該実施機関の保有する自己を本人とする保

有個人情報の開示を請求することができる。 

第18条 何人も，この条例の定めるところにより，実施機

関に対し，当該実施機関の保有する自己を本人とする保

有個人情報の開示を請求することができる。 

２ 次に掲げる者（以下「法定代理人等」という。）は，

本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開

示請求」という。）をすることができる。 

２ 次に掲げる者（以下「法定代理人等」という。）は，

本人に代わって前項の規定による開示の請求（以下「開

示請求」という。）をすることができる。 

(1) 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 (1) 未成年者又は成年被後見人の法定代理人 

(2) 保佐人，補助人又は任意後見人（家庭裁判所の審判

又は任意後見契約により，開示請求について代理権を

付与されていると認められる者に限る。） 

(2) 保佐人，補助人又は任意後見人（家庭裁判所の審判

又は任意後見契約により，開示請求について代理権を

付与されていると認められる者に限る。） 

（新設） ３ 本人の委任による代理人（以下「任意代理人」という。）

は，当該本人に代わって開示請求（保有特定個人情報の

開示の請求に限る。）をすることができる。 
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現 行 改正案 

（開示請求の手続） （開示請求の手続） 

第19条 開示請求は，次に掲げる事項を記載した書面（以

下「開示請求書」という。）を実施機関に提出してしな

ければならない。 

第19条 開示請求は，次に掲げる事項を記載した書面（以

下「開示請求書」という。）を実施機関に提出してしな

ければならない。 

(1) 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所（法人そ

の他の団体にあっては，名称，所在地及び代表者の氏

名。以下同じ。） 

(1) 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所（法人そ

の他の団体にあっては，名称，所在地及び代表者の氏

名。以下同じ。） 

(2) 開示請求に係る保有個人情報が記録されている公

文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を

特定するに足りる事項 

(2) 開示請求に係る保有個人情報が記録されている公

文書の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を

特定するに足りる事項 

(3) その他規則で定める事項 (3) その他規則で定める事項 

２ 前項の場合において，開示請求をする者は，規則で定

めるところにより，開示請求に係る保有個人情報の本人

であること（前条第２項の規定による開示請求にあって

は，当該本人の法定代理人等であること）を示す書類を

提示し，又は提出しなければならない。 

２ 前項の場合において，開示請求をする者は，規則で定

めるところにより，開示請求に係る保有個人情報の本人

であること（前条第２項又は第３項の規定による開示請

求にあっては，当該本人の法定代理人等又は任意代理人

（以下「代理人」と総称する。）であること）を示す書

類を提示し，又は提出しなければならない。 

３ 略 ３ 略 

  

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務） 

第20条 実施機関は，開示請求があったときは，開示請求

に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「非

開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を

除き，開示請求者に対し，当該保有個人情報を開示しな

ければならない。 

第20条 実施機関は，開示請求があったときは，開示請求

に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「非

開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を

除き，開示請求者に対し，当該保有個人情報を開示しな

ければならない。 

(1) 開示請求者（第18条第２項の規定により法定代理人

等が本人に代わって開示請求をする場合にあっては，

当該本人をいう。次号及び第３号，次条第２項並びに

第29条第１項において同じ。）の生命，身体，健康，

生活又は財産を害するおそれがある情報 

(1) 開示請求者（第18条第２項又は第３項の規定により

代理人が本人に代わって開示請求をする場合にあって

は，当該本人をいう。次号及び第３号，次条第２項並

びに第29条第１項において同じ。）の生命，身体，健

康，生活又は財産を害するおそれがある情報 

(2)～(7) 略 (2)～(7) 略 
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現 行 改正案 

（事案の移送） （事案の移送） 

第28条 実施機関は，開示請求に係る保有個人情報が他の

実施機関から提供されたものであるとき，その他他の実

施機関において開示決定等をすることにつき正当な理由

があるときは，当該他の実施機関と協議の上，当該他の

実施機関に対し，事案を移送することができる。この場

合において，移送をした実施機関は，開示請求者に対し，

事案を移送した旨を書面により通知しなければならな

い。 

第28条 実施機関は，開示請求に係る保有個人情報（情報

提供等記録を除く。第40条第１項及び第42条第１項にお

いて同じ。）が他の実施機関から提供されたものである

とき，その他他の実施機関において開示決定等をするこ

とにつき正当な理由があるときは，当該他の実施機関と

協議の上，当該他の実施機関に対し，事案を移送するこ

とができる。この場合において，移送をした実施機関は，

開示請求者に対し，事案を移送した旨を書面により通知

しなければならない。 

２，３ 略 ２，３ 略 

  

（訂正請求権） （訂正請求権） 

第33条 何人も，自己を本人とする保有個人情報の内容が

事実でないと思料するときは，この条例の定めるところ

により，当該保有個人情報を保有する実施機関に対し，

当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同

じ。）を請求することができる。 

第33条 何人も，自己を本人とする保有個人情報の内容が

事実でないと思料するときは，この条例の定めるところ

により，当該保有個人情報を保有する実施機関に対し，

当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。以下同

じ。）を請求することができる。 

２ 第18条第２項の規定は，前項の規定による訂正の請求

（以下「訂正請求」という。）について準用する。 

２ 第18条第２項及び第３項の規定は，前項の規定による

訂正の請求（以下「訂正請求」という。）について準用

する。 

  

（事案の移送） （事案の移送） 

第40条 実施機関は，訂正請求に係る保有個人情報が第28

条第３項の規定に基づく開示に係るものであるとき，そ

の他他の実施機関において訂正決定等をすることにつき

正当な理由があるときは，当該他の実施機関と協議の上，

当該他の実施機関に対し，事案を移送することができる。

この場合において，移送をした実施機関は，訂正請求者

に対し，事案を移送した旨を書面により通知しなければ

ならない。 

第40条 実施機関は，訂正請求に係る保有個人情報が第28

条第３項の規定に基づく開示に係るものであるとき，そ

の他他の実施機関において訂正決定等をすることにつき

正当な理由があるときは，当該他の実施機関と協議の上，

当該他の実施機関に対し，事案を移送することができる。

この場合において，移送をした実施機関は，訂正請求者

に対し，事案を移送した旨を書面により通知しなければ

ならない。 

２，３ 略 ２，３ 略 
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現 行 改正案 

（保有個人情報の提供先への通知） （保有個人情報の提供先への通知） 

第41条 実施機関は，訂正決定に基づく保有個人情報の訂

正の実施をした場合において，必要があると認めるとき

は，当該保有個人情報の提供先に対し，速やかに，その

旨を書面により通知するものとする。 

第41条 実施機関は，訂正決定に基づく保有個人情報の訂

正の実施をした場合において，必要があると認めるとき

は，当該保有個人情報の提供先（情報提供等記録にあっ

ては，総務大臣及び番号法第19条第７号に規定する情報

照会者又は情報提供者（当該訂正に係る番号法第23条第

１項及び第２項に規定する記録に記録された者であっ

て，当該実施機関以外のものに限る。））に対し，速や

かに，その旨を書面により通知するものとする。 

  

（利用停止請求権） （利用停止請求権） 

第42条 何人も，自己を本人とする保有個人情報が次の各

号のいずれかに該当すると思料するときは，この条例の

定めるところにより，当該保有個人情報を保有する実施

機関に対し，当該各号に定める措置を請求することがで

きる。 

第42条 何人も，自己を本人とする保有個人情報が次の各

号のいずれかに該当すると思料するときは，この条例の

定めるところにより，当該保有個人情報を保有する実施

機関に対し，当該各号に定める措置を請求することがで

きる。 

(1) 第８条の規定に違反して収集されているとき，又は

第10条の規定に違反して利用されているとき 当該

保有個人情報の利用の停止又は消去 

(1) 第８条の規定に違反して収集されているとき，又は

第10条の規定に違反して利用されているとき 当該

保有個人情報の利用の停止又は消去 

(2) 第10条の規定に違反して提供されているとき 当

該保有個人情報の提供の停止 

(2) 第10条の規定に違反して提供されているとき 当

該保有個人情報の提供の停止 

（新設） (3) 次のアからウまでのいずれかに該当するとき 当該

保有個人情報の利用の停止又は消去 

ア 第10条の２第１項及び第２項ただし書の規定に違

反して利用されているとき。 

イ 番号法第20条の規定に違反して収集され，又は保

管されているとき。 

ウ 番号法第28条の規定に違反して作成された特定個

人情報ファイル（番号法第２条第９項に規定する特

定個人情報ファイルをいう。）に記録されていると

き。 

（新設） (4) 第10条の２第３項本文の規定に違反して提供され

ているとき 当該保有個人情報の提供の停止 

２ 第18条第２項の規定は，前項の規定による利用の停止，

消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）の請

求（以下「利用停止請求」という。）について準用する。 

２ 第18条第２項の規定は前項の規定による利用の停止，

消去又は提供の停止（以下「利用停止」という。）の請

求（以下「利用停止請求」という。）について，同条第

第３項の規定は前項第３号又は第４号の規定による利用

停止請求について準用する。 
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現 行 改正案 

（法令又は他の条例等との調整） （法令又は他の条例等との調整） 

第69条 法令又は他の条例等に，実施機関の保有する自己

を本人とする保有個人情報の開示を受けることができる

旨が定められ，又は当該保有個人情報の訂正若しくは利

用停止に関する特別の手続が定められている場合には，

当該保有個人情報の開示，訂正又は利用停止については，

当該法令又は他の条例等の定めるところによる。 

第69条 法令又は他の条例等に，実施機関の保有する自己

を本人とする保有個人情報の開示を受けることができる

旨が定められ，又は当該保有個人情報の訂正若しくは利

用停止に関する特別の手続が定められている場合には，

当該保有個人情報の開示，訂正又は利用停止については，

当該法令又は他の条例等の定めるところによる。ただし，

保有特定個人情報の開示については，当該法令若しくは

他の条例等又はこの条例の定めるところにより，行うこ

とができる。 
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議案第 204 号（概要） 

 

 

福岡市職員の再任用に関する条例等の一部を改正する条例案の概要 
 

 

 

 

第１ 改正の理由 

地方公務員等共済組合法等の一部改正に伴い，関係条例に引用する規定の整備を行う必要

がある。 

 

 

 

第２ 改正の内容 

  １ 福岡市職員の再任用に関する条例の一部改正 

改正箇所 改正前 改正後 

附則第２項 地方公務員等共済組合法（昭

和37年法律第152号）附則第

18条の２第１項第１号 

厚生年金保険法（昭和29年法

律第115号）附則第７条の３

第１項第４号 

 

 

  ２ 福岡市職員退職手当支給条例の一部改正 

改正箇所 改正前 改正後 

第４条第１項第２号 地方公務員等共済組合法（昭

和37年法律第152号）第84条

第２項 

厚生年金保険法（昭和29年法

律第115号）第47条第２項 

 

 

 

第３ 施行期日 

平成27年10月１日から施行する。 
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